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用形態を纏めた成果物が，アメリカ法律協会（American Law Institute : ALI）によって「第 3 次



























7 Smith v. Smith, 19 Mass. 621 (1824).
8 Washburn v. Tracy, 2 D. Chip. 128 (Vt. 1824).
9 See W. PAGE KEETON ET AL., PROSSER AND KEETON ON THE LAW OF TORTS 451 (West Publishing Co. 5th ed.
1984）．樋口範雄『アメリカ不法行為法』（弘文堂，第 2 版，2014）223頁参照。
10 Wex S. Malone, The Formative Era of Contributory Negligence, 41 ILL. L. REV. 152 (1946). W. PAGE KEETON
ET AL., supra note 9, at 452．その他，近因法理（Proximate cause），クリーンハンズの原則，不注意な行為
の抑制，任意的な危険の引受け（voluntary assumption of risk），海事事件以外で損害を訴訟当事者間で分担
する法技術の未成熟性などが寄与過失の正当化根拠として挙げられている。See FOWLER V. HARPER, ET AL.,
THE LAW OF TORTS 273285 (Little, Brown And Company. 2th ed. 1986）．アメリカにおける寄与過失法理の
受容の基盤となった初期の不法行為法理論に関する邦語文献については，藤倉晧一郎「アメリカにおける不
法行為法理論の誕生」矢崎光圀・八木鉄男編『近代法思想の展開』（有斐閣，1981）283頁以下，竹川雅治









寄与過失法理は，1809年のイギリスの Butterˆeld v. Forrester 判決6 において最初に宣言され，
アメリカでは，1824年の Smith v. Smith 判決7 と，Washburn v. Tracy 判決8 での適用を契機に受









11 Malone, supra note 10, at 158によれば，Malone が論文執筆にあたり調査した当時の鉄道事故に係る上訴事







14 Law Reform (Contributory Negligence) Act 1945, 8 & 9 Geo. 6, c, 28.
15 Employer's Liability Act, 35 Stat. 65 (1908), as amended by Stat. 291 (1910), 45 U.S.C. §51.
16 Marchant Maritime Act (1920), 46 U.S.C. §764.
17 William L. Prosser, Comparative Negligence, 51 MICH. L. REV. 478479 (1953).
18 Ibid., at 465.























19 最も有名なものとして，Robert E. Keeton と JeŠrey O'Connell による改革案（Basic Protection For The
Tra‹c Victim, 1965）がある。邦語による紹介として，藤倉皓一郎「アメリカにおける自動車事故被害者の
「基本補償」保険」―キートン・オコネル改革案の紹介」判例タイムズ第227号（1969）参照。
20 樋口・前掲注 9 227, 243244頁。
21 W. PAGE KEETON ET AL., supra note 9, at 471474．邦語文献につき，長谷川貞之「法理としての「比較過失」
































S.C., CONTRIBUTORY NEGLIGENCE/COMPARATIVE FAULT LAWS IN ALL 50 STATES, https://
www.mwl-law.com/wp-content/uploads/2013/03/contributory-negligence-comparative-fault-laws-in-all-50-
states.pdf, 2018 (last visited Apr. 20, 2018).






















「第 3 次不法行為法リステイトメント責任の分担編（Restatement Third, Torts : Apportion-
ment of Liability）」は，1965年に公刊された第 2 次不法行為法リステイトメント（Restatement
Second, Torts）の改訂版として，製造物責任編（Product Liability, 1998年）に次いで，2000年に
公刊された（編纂者は Michael D. Green と William C. Powers, Jr.）。本リステイトメントは，第
1 トピック「比較責任の基本ルール」（第 1 条～第 9 条），第 2 トピック「不可分の損害に関する複
数の不法行為者の責任」（第10条～第21条），第 3 トピック「求償と損害補」（第22条・第23条），
第 4 トピック「和解」（第24条・第25条），第 5 トピック「損害が原因により分割可能な場合の責
任分担」（第26条）の全 5 トピック26条から構成されている。
――
24 Restatement Third, Torts: Apportionment of Liability (American Law Institute Publishers, 2000) (here-
inafter ``Restatement Third'') §1 Comment b.
25 Restatement Third §1 Reporter's note Comment b.





























27 Restatement Third §7 Reporter's note Comment a. ただし，州の制定法が修正型の採用を指示する場合はそ
れに従うものとする。
28 Restatement Third §10 Comment b.
29“joint and several liability”という用語は，元々，複数の不法行為者の全員が連帯責任を負う場合を指すの
に用いられていたが，最近では，他の不法行為者が原告の回復可能な損害賠償額に対して個別責任を負う場
合でも，不法行為者のうちの一人がその損害賠償額の全額に対して責任を負う場合を指すのに用いられる。
Restatement Third §10 Comment b.































というルールを提示している。Restatement Third §10 Comment a, §C18C21.







いう。GLANVILLE L. WILLIAMS, JOINT TORTS AND CONTRIBUTORY NEGLIGENCE 80 (Stevens & Sons Limited.
1951).
33 Restatement Third §11 Comment a.
34 FOWLER V. HARPER, ET AL., supra note 10, at 9.




















36 Restatement Third §11 Comment a.
37 Restatement Third §11 Comment c.
38 Restatement Second, Torts (American Law Institute Publishers, 1965) § 876 (a)(c).
39 Restatement Third §15 Comment a.


























いた B, C 及び D（三者は共謀行為者），並びにそれに関与していなかった E が歩行者 A に衝突し
た交通事故事例において，B と C が A に同時に衝突したことで生じた A の脚の骨折に対する損害
――
41 Restatement Third §15 Comment a, Illustration 1.
42 JOSEPH W. GLANNON, THE LAW OF TORTS 475 (Wolters Kluwer Law & Business. 5th ed. 2015）．共謀行為の
ような「真の（true）」共同不法行為のケースは「比較的稀（relative rare）」であるとしている。
43 William L. Prosser, Joint Torts and Several Liability, 25 CAL. L. REV. 432 (1937).
44 Restatement Third §10 Comment a.
賠償については B, C 及び D は連帯責任を負うことになる。しかし，D と E が A に同時に衝突し
たことで生じた頭蓋骨骨折に対する損害賠償について E に割り当てられた比較責任の割合に対し





























混合責任」であるトラック E である。本稿では紙幅の関係上，トラック A とトラック B に規定さ
れている条文を取り上げる。

















負う。例えば，それぞれ独立したアスベスト採掘・製造業者である B, C 及び D が販売したアスベ
ストに長期間曝され，中皮腫に罹患した A が B, C 及び D を訴えた場合において，その中皮腫が
不可分の損害であると認定され，B, C 及び D のそれぞれが販売したアスベストへの曝露が中皮腫
の法的原因であると認定されれば，A は，B, C 及び D のいずれか又は全員に損害賠償を請求する
ことができる。そして A は回復可能な損害賠償の全額についての判決を得ることができ，B, C 及
び D のそれぞれはその損害賠償額に対して連帯責任を負うことになる。B, C 及び D のいずれかが
――








49 Restatement Third §A18 Comment e. Illustration 3.










B の所有するアパートの一室を借りていた A は，かつて交際していた C から暴行を受けた。A は
C を訴えると同時に，C をアパートに入れてはならないと事前に通知したにも関わらず，十分な対
応策を講じなかった B も訴えた。それに対して B は，C との交際を終え，さらには C に脅されて
いたにも関わらず，A の部屋の鍵を C が所有している状態を放置していた A にも責任があると主
張した。事実認定者は，A と B にそれぞれ 5，C に90の責任を割り当て，A の損害額は
200,000ドルであると認定した。裁判所は，A の責任割合は C からの救済を減少させず，C は A に
対して200,000ドルの連帯責任を負い，B は A に対して190,000ドル（B の 5＋C の90）の連
帯責任を負うとの判決を下した。裁判所はまた，B の負担額は10,000ドル，C の負担額は190,000
ドル（C の90＋A の 5）であるとの判決を下した。
事例◯ 独立不法行為者の中に医師が含まれるケース50
A と B はそれぞれの過失が原因でボート事故を起こした。事故で重傷を負った A は医師である C
から治療を受けたが，C の医療過誤により損害が悪化した。A は事故で被った元々の損害について
B を訴え，医療過誤によって損害が悪化したことについて B と C を訴えた。A の損害は二つの不
――
51 Restatement Third §14 Comment b.
52 Restatement Third §7 Reporter's note Comment m.
53 具体的には，原告，被告，第三者当事者被告（third-party defendant），訴訟参加人（intervenor）及びその
他の特定された当事者が含まれる。Restatement Third §A19 Comment b. なお，訴訟参加人とは，元々は訴
訟当事者でなかったが，自己の利益を守るために共同原告又は共同被告として訴訟に加わった者を指す。連
邦民事訴訟規則第24条が定める手続である。
54 Restatement Third §A19 Comment c, §24 Comment c.
可分の損害に分けられ得る。事実認定者は，後者の，低水準（substandard）の治療を原因とする
A の損害額は50,000ドルであり，B は A の損害悪化の法的原因であると認定した。事実認定者は
また，損害悪化を原因とする損害賠償について A に25，B に25，C に50の責任を割り当て
た。裁判所は，C は A に対して50,000ドル，B は A に対して37,500ドルの連帯責任を負うとの判
決を下した。B の負担額は12,500ドルであり，C の負担額は37,500ドルである。























55 Restatement Third §A19 Comment e, §B19 Comment e.
56 Restatement Third §A19 Comment e. Illustration 1.
57 Restatement Third §A19 Comment d.
免責（governmental immunity），家族間免責（intrafamily immunity），公益団体免責（charitable
immunity），及び労働者災害補償制度（workers' compensation system）に基づく使用者免責，出




（punch press）のピンチポイント（pinch point）で手を切断した従業員 A が，パンチプレスの製
造業者である B を訴えた場合に，B が，A の使用者かつパンチプレスの所有者である C と，州労





















58 Restatement Third §B18 Comment a.
59 Restatement Third §B19 Comment e.

























しかし，事例◯に個別責任原則を適用した場合は，ボート事故の相手方 B と医師 C が被害者 A





61 Restatement Third §B18 Comment d. Illustration 3.
個別責任のみ負うことになる61。
むすびに代えて
これまで，アメリカにおいてかつて優位的な地位を占めていた寄与過失法理，寄与過失に代わっ
て現在優位的な地位を占めている比較過失法理を概観し，そして本リステイトメントを題材とし
て，独立不法行為が競合して被害者に不可分の損害を生じさせた事例に主眼を置いた多数当事者間
の責任分担のあり方を考察してきた。
以上の考察から，第一に，アメリカにおいては，寄与過失・比較過失の存在が各州の加害者多数
事例における多数当事者間の責任分担のあり方に大きな影響を及ぼしてきたことが看取される。比
較過失は我が国の過失相殺にあたる法理であるが，現在アメリカの州において多数を占めているの
は，寄与過失の要素を残す修正型比較過失である点に留意を要する。
第二に，広義の共同不法行為に含まれるとされる独立不法行為競合事例においては，不可分の損
害を引き起こした独立不法行為者にどのような形態の責任を負わせるべきかについて本リステイト
メントは統一的な見解を示しておらず，連帯責任も個別責任も責任分担に係る「原則」として併存
し得るとの立場をとっていることが明らかとなった。これは我が国にはない特徴であり，このよう
な新たな視点は，我が国の不法行為法における多数当事者間の責任分担方法としての原則連帯責
任，例外分割責任の構造を見直し，連帯責任が妥当する加害者多数事例と分割責任が妥当する加害
者多数事例を類型化し，両類型を「原則」として併存させる（原則規定を併存させる）方向性を提
供するものであると考えられる。
本稿では，本リステイトメントが最も仔細に取り上げている独立不法行為競合事例における多数
当事者間の責任分担に関していわゆる純粋な連帯責任原則（トラック A）と個別責任原則（トラ
ック B）のアプローチしか考察できなかった。しかし，本リステイトメントが提示する残りのアプ
ローチ（トラック C～E）の考察なしに我が国へのさらなる示唆が得られるかを検討することはで
きない。その上，求償や和解が各アプローチに及ぼす影響も見逃すことはできない。これらの点に
ついては今後の研究課題としたい。
